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Ⅰ 緒 論
私は、産大法学 48 巻 1・2 号に、研究ノートとして「私的整理の研究
1」を発表して以来、産大法学 52 巻 3 号の「私的整理の研究 11」まで、
ほぼ毎号発表を続け、最初の 7編において理論面の検討を行い、以下の 4


































( 1 ) 山本和彦外『倒産法概説 (第 2版補訂版)』(弘文堂 2015 年) 10頁、52頁










( 3 ) 私的整理における債務者と第三債務者との間の法律関係についての研究は
他日を期したいと考えている。




















































































































































































年 2 月 2 日判決 (判タ 525 号 99頁) は、破産宣告は、同項の「払渡し又
は引渡し」にはあたらない旨の判断を示し、その後平成 15 年の民事執行














































































































































租税債権は、破産手続上は、破産法 148条 1項 3 号の財団債権、98条 1




































































破産法は、① 148条 1項 4 号乃至 6号において、a債務者や代理人ある
いは補助者がした行為により生じた債権、b事務管理又は不当利得により
生じた債権、c委任事務終了後の窮迫の事情によりした行為によって生じ




































































































( 5 ) 例えば、国税徴収法 8条は、「国税は、納税者の総財産について、この章
に別段の定がある場合を除き、すべての公課その他の債権に先だって徴収す
る。」と定めている。
( 6 ) 霜島・前掲 177頁参照
( 7 ) 『私的整理の研究 4』産大法学 49 巻 4 号 98頁以下参照
( 8 ) 破産法 62条、民事再生法 52条、会社更生法 64条
( 9 ) 伊藤眞『破産法・民事再生法 (第 3 版)』(有斐閣 2014 年) 418頁以下参
照
(10) 破産法 65条 2項、民事再生法 53条 2項の他に、会社法 516 条 1項、539
条 1項参照。













きを歓迎しているとは考えられない。『私的整理の研究 8』産大法学 51 巻















「研究会・新破産法の基本構造と実務(18)」ジュリスト 1318 号 166 頁) が、
最近は担保権設定後の新規与信については同時交換取引として担保の効力を
認める説が増えてきている (竹下守夫編集代表「大コンメンタール破産法」






















(19) 最高裁平成 29 年 12 月 14 日判決判タ 1447 号 67頁参照
(20) 井上治典=宮川聡『倒産法と先取特権』金融担保法講座Ⅳ 291頁以下
(21) 大阪地判昭和 61. 5. 16 判時 1210 号 97頁、名古屋地判昭和 61. 11. 17判時
1233 号 110頁
(22) 荒木新吾「倒産手続における売主の動産売買先取特権行使」金融商事判例
1060 号 56 頁は消極説を探るが、野村秀敏「動産売買先取特権の倒産法上の
取扱い」ジュリ 1036号 14頁以下、徳田和幸「倒産処理と動産売買先取特
権」今中先生還暦記念『現代倒産法・会社法をめぐる諸問題』(民事法研究









できるかという問題については、生態長幸『担保物権法 (第 2 版)』(2018
年・三省堂) 237頁以下参照
(27) 配当事例ではないが、財団債権や優先債権を害する信託的債権譲渡が否認
された東京地裁 S61. 11. 18判決判タ 650 号 185頁は、この場合の参考になる
と考える。













(30) 伊藤眞「破産法・民事再生法 (第 3版)」276 頁
(31) 会社更生法 130条 1項参照
(32) 札幌高裁 H10. 12. 17判タ 1032 号 242頁、高田賢治「社内預金の破産法上




















(37) 民事再生 85条 5項、会社更生 47条 5項、会社 537条 2項









(41) 四宮章夫「私的整理における商取引債権の保護」前掲 712頁乃至 716 頁参
照







































































































































(46) 『私的整理の研究 10』201頁以下は、私的整理開始後約 2 年 3ケ月の間に
3回の配当を実施して、手続を終えた事例である。
(47) 『私的整理の研究 9』136 頁
(48) 『私的整理の研究 8』241頁参照




究 8』246 頁注(12)、『私的整理の研究 9』158頁注(19)参照。なお、『私的整
理の研究 8』前掲 254頁は利息・損害金も対象債権とした事例である。
(51) 『私的整理の研究 10』219頁以下参照



































の民事実務と理論』(民事法研究会 2019 年) 358頁以下参照。
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